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Age-Period-Cohort 分析を用いた乳がん罹患の変動に関する検討 
研究分担者 堀 芽久美 国立がん研究センターがん対策情報センター 

        がん統計・総合解析研究部 研究員 

研究要旨 【背景】乳がん罹患はいまだ減少傾向には至っておらず、乳がんのリスク

要因が罹患動向に与えている影響を明らかにすることが重要である。そこで、本研究

は基礎的検討として Age-Period-Cohort（APC）分析を行い、乳がんの罹患動向にお

ける年齢、時代、出生コホートの影響評価を行う。【方法】年齢は 30 歳-84 歳、期間

は 1985 年-2014 年、出生コホートは 1900 年生まれ-1980 年生まれを対象とした。こ

れらの罹患数および人口データについて、ポアソン回帰モデルをあてはめ、APC 分

析を行った。【結果】年齢効果は、45-49 歳まで急激に上昇し、55-59 歳から再び緩や

かに増加した。時代効果は対象期間中の継続した増加が観察された。出生コホート効

果は、1910 年代生まれから 1965 年代生まれまで増加が続いたが、その後の増加は

見られなかった。【考察】本研究は、今後、生活習慣要因、リプロダクティブ要因な

どの影響を評価するための基礎的研究である。今回の結果により、年齢効果、時代効

果、コホート効果の動向が明らかになった。しかしながら、それぞれの効果と乳がん

のリスク要因の動向との関連は明らかでない。本研究では、次のステップとして、

BMI やリプロダクティブ要因、検診受診率の動向を APC モデルに含めることで、そ

れぞれの要因が罹患動向に与えた影響の大きさを評価することが可能である。【結論】

今後、生活習慣要因、リプロダクティブ関連要因を APC モデルに含めることによっ

て、それぞれの要因が乳がんの罹患率の推移に与えた影響を定量評価する必要があ

る。 

 

Ａ．研究目的 

 乳がんは女性の全がん罹患の約 22％を

占め、女性のがんの中で最も多い(1)。死亡

では女性のがんで 5 番目に多く、女性の

全がん死亡の約 10％を占める(1)。また、

乳がんは他のがんと比較して若年での罹

患が多い。就労・育児の中心世代である

30-40 歳頃の罹患も多く、乳がんは社会全

体に非常に大きな影響を与える疾患であ

る。  

乳がん罹患の動向は、2010 年頃に、そ

れまでの増加傾向が横ばい傾向に移行し

たが、いまだ減少には至っていない(2)。乳

がん罹患のリスク因子には、肥満や飲酒、

喫煙などの生活習慣要因、出産歴や授乳

歴などのリプロダクティブ要因がある(3)。

しかし、これらのリスク因子の変動が乳

がん罹患の動向に与えた影響についての

評価は少ない。一方、疫学分野では、あ

る疾患について、年齢、時代、出生コホ
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ートの変化に着目し、その変化が罹患動

向 に 与 え た 影 響 を 評 価 す る

Age-Period-Cohort（APC）分析が活用さ

れている（4-6）。APC 分析によって年齢、

時代、出生コホートの影響を明らかにし

ておくことは、その後の生活習慣やリプ

ロダクティブ要因の影響評価に向けた基

礎資料となる。 

そこで、本年度は、APC 分析を用いて、

乳がんの罹患動向における年齢、時代、

出生コホートの影響を明らかにする。 

 

Ｂ．研究方法 

 国立がん研究センターがん情報サービ

スより、1985-2015 年の性・年齢 5 歳階

級別乳がん罹患数を利用した（7）。分母と

なる人口は、同様のウェブサイトから地

域がん登録集計用人口を用いた。年齢は

30 歳から 84 歳まで 5 歳ごとに合算し 11

階級、期間は 1985-2014 年まで 5 年ごと

に合算し 6 期間、出生コホートは 1900

年生まれから1980年生まれまで5年階級

ごとに 16 コホートに分けて解析を行っ

た。これらの罹患数および人口データに

ついて、ポアソン回帰モデルをあてはめ、

APC 分析を行った。 

（倫理面への配慮） 

本研究は、一般に公開されている既存の

集計データを利用した研究であり、対象

者の個人情報は含まれていない。 

 

Ｃ．研究結果 

 乳がん罹患推移における年齢効果を図

1、時代効果を図 2、出生コホート効果を

図 3 に示す。年齢効果は、30 歳-34 歳か

ら 45-49 歳まで急激に上昇し、一度わず

かに減少した後、55-59 歳から再び緩やか

に増加した(図 1)。その後さらに増加は緩

やかとなり、75 歳以上の世代からは減少

に変化した。時代効果は対象とした 1985

年から 2015 年まで継続した増加が観察

された（図 2）。特に 2000 年代に入って

からの増加が大きくなっていた。出生コ

ホート効果は、1910 年代生まれから 1965

年代生まれまで増加が続いたが、その後

の変動は小さかった（図 3）。 

 

Ｄ．考察 

 本研究は、今後の生活習慣要因、リプ

ロダクティブ要因の影響を評価するため

の基礎的研究である。 

 本研究において、年齢効果の上昇は 60

歳以降で緩やかになる傾向がみられた。

これは欧米諸国とは異なり(8)、高齢集団の

罹患リスクは日本で低い傾向にあった。

これらについては組織型分布の違い、閉

経後の乳がんのリスク因子である肥満や、

乳がん発見の促進因子となる検診の開始

年齢など、国による違いの影響が予想さ

れる。しかしながら、原因はいまだ明ら

かではなく、今後も研究の蓄積が必要と

されている。 

 時代効果は対象期間を通して増加して

おり、出生コホート効果も 1910 年代生ま

れ以降、長期で増加が観察された。これ

らについては、マンモグラフィ検診の開

始、出産歴や授乳歴などのリプロダクテ

ィブ要因の動向が影響していると考えら

れる。 

Pfeiffer らは、APC モデルに BMI やリ

プロダクティブ要因の動向を含めたモデ

ルと、含めないモデルを比較することで、
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BMI やリプロダクティブ要因が乳がん罹

患動向に与えた影響の大きさを評価して

いる(9)。本研究においても、次のステップ

として、BMI やリプロダクティブ要因、

検診受診率の動向をモデルに含めること

で、それぞれの要因の影響の大きさを評

価することが可能である。 

 

Ｅ．結論 

今後、今回のAPCモデルに対して、生

活習慣要因、リプロダクティブ関連要因を

含め、調整することによって、それぞれの

要因が乳がんの罹患率の推移に与えた影

響の定量評価を行う必要がある。 
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図 1（左）乳がん罹患における年齢効果：30 歳-84 歳 
図 2（中）乳がん罹患における時代効果：1985 年-2014 年 
図 3（右）乳がん罹患における出生コホート効果：1900 年生まれから 1980 年生まれ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 




